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多くの日本基準が改定された。今後も中長期プロジェクトが計画されており、利益業績の測定と表示（包括利益、
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　はじめに

　国際会計基準をめぐる動きが急展開を見せてい

る。EUが域内企業に対して国際会計基準への準

拠を2005年から求めてきたのに対し、長らく日

米は自国の会計基準を堅持しつつ、国際会計基

準とのコンバージェンスを進める道を選択して

きた。しかし米国に続き日本の企業会計審議会

も、日本の上場企業が2009年４月開始年度から

国際会計基準に準拠した連結財務諸表の開示を任

意選択できるようにすべき旨の意見を表明した。

さらには国際会計基準への準拠の義務化の可否を

2012年に最終判断し、2015年からの実践適用を

想定した準備が進められていると伝えられてい

る。

　本稿の目的は、会計基準の国際的統合の歴史を

簡単に振り返りつつ、これまでにコンバージェン

スが達成された部分と、今後も議論が続けられる

部分に分けて、主要な論点を整理するとともに、

議論の背景を考察することである。
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